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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に配置された、負の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する
第２レンズ群と、第３レンズ群と、を備え、各レンズ群の光軸上の間隔を変えることによ
り変倍を行うズームレンズであって、
　前記第１レンズ群は、少なくとも１枚の正レンズと１枚の負レンズを含み構成され、
　前記第２レンズ群は、物体側から順に配置された、正レンズと、負レンズと、正レンズ
と、から構成され、
　前記第３レンズ群は、最も物体側に負レンズが配置されて構成されており、
　以下に示す条件式を満足することを特徴とするズームレンズ。
（１）　２．８≦｜β２Ｔ／β２Ｗ｜≦１２．０
（２）　－０．５≦β２Ｗ≦－０．１
（４）　０．６６≦βＬＴ≦１．０
（７）　νｄ１ｐ≦４１．０
（８）　νｄ１ｎ≧５０．０
　ただし、β２Ｔは前記第２レンズ群の望遠端における倍率、β２Ｗは前記第２レンズ群
の広角端における倍率、βＬＴは最も像側に配置されているレンズ群の望遠端における倍
率、νｄ１ｐは前記第１レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数、νｄ
１ｎは前記第１レンズ群中に含まれる、負レンズのｄ線に対するアッベ数を示す。
【請求項２】
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　前記第１レンズ群を光軸に沿って移動させることにより変倍を行い、
　前記第２レンズ群以降のレンズ群を光軸に沿って移動させることにより、変倍に伴う像
面変動を補正し、
　前記第１レンズ群を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態
から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う、ことを特徴とする請求項１に
記載のズームレンズ。
【請求項３】
　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１または２に記載のズームレンズ
。
（３）　－４．５０≦β２Ｔ≦－１．４５
　ただし、β２Ｔは前記第２レンズ群の望遠端における倍率を示す。
【請求項４】
　前記第２レンズ群中に所定の開口を規定する開口絞りを備え、
　広角端から望遠端への変倍に際し、前記開口絞りが前記第２レンズ群とともに像側から
物体側へ移動することを特徴とする請求項１～３のいずれか一つに記載のズームレンズ。
【請求項５】
　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１～４のいずれか一つに記載のズ
ームレンズ。
（５）　０．３５≦｜ｆ１｜／ｆ２≦０．８５
　ただし、ｆ１は前記第１レンズ群の焦点距離、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離を示
す。
【請求項６】
　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１～５のいずれか一つに記載のズ
ームレンズ。
（６）　０．２≦｜ｆ２／ｆ３｜≦１．０
　ただし、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離、ｆ３は前記第３レンズ群の焦点距離を示
す。
【請求項７】
　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１～６のいずれか一つに記載のズ
ームレンズ。
（９）　νｄ２ｐａ≧６８．０
　ただし、νｄ２ｐａは前記第２レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ
数の平均値を示す。
【請求項８】
　前記第１レンズ群は、物体側から順に、負レンズと、負レンズと、正レンズと、が連続
配置されて構成されていることを特徴とする請求項１～７のいずれか一つに記載のズーム
レンズ。
【請求項９】
　前記第３レンズ群は、物体側から順に、負レンズと、正レンズと、が連続配置されて構
成されていることを特徴とする請求項１～８のいずれか一つに記載のズームレンズ。
【請求項１０】
　前記第３レンズ群の最も物体側に配置されている負レンズは物体側に凹面を向けており
、
　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１～９のいずれか一つに記載のズ
ームレンズ。
（１０）　－１．５≦（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）≦０．３
　ただし、Ｒ３１は前記第３レンズ群の最も物体側に配置されている負レンズの物体側面
の曲率半径、Ｒ３２は前記第３レンズ群の最も物体側に配置されている負レンズの像側面
の曲率半径を示す。
【請求項１１】
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　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１～１０のいずれか一つに記載の
ズームレンズ。
（１１）　４．５≦｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）≦１６．５
　ただし、Ｘ２は広角端から望遠端への変倍時における前記第２レンズ群の移動量、ｆ１
は前記第１レンズ群の焦点距離、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離を示す。
【請求項１２】
　以下に示す条件式を満足することを特徴とする請求項１～１１のいずれか一つに記載の
ズームレンズ。
（１２）　０．３≦ｆ２／ｆＬｗ≦１．１
　ただし、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離、ｆＬｗは前記第３レンズ群以降に配置さ
れている全てのレンズ群の広角端における合成焦点距離を示す。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の固体撮像素子が搭載された小型の撮像装置に好適なズ
ームレンズに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一眼レフカメラ、デジタルスチルカメラ、ビデオカメラ、監視カメラ等、ＣＣＤやＣＯ
ＭＳ等の固体撮像素子が搭載された撮像措置が急速に普及している。これに伴い、ＣＣＤ
やＣＭＯＳ等の固体撮像素子が搭載された撮像装置に用いることが可能なズームレンズが
数多く提案されている（たとえば、特許文献１～３を参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－２２０８０号公報
【特許文献２】特開２０１２－１６８５１３号公報
【特許文献３】特許第４２８３５５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　近年、固体撮像素子の高画素、高感度化が進み、撮影レンズについても高い光学性能が
求められている。また、撮像装置の小型化が進み、撮影レンズの小型、軽量化も望まれて
いる。さらに、監視カメラや車載カメラ等、様々な用途で使用することが可能なように、
可視光域から近赤外域までの光に対応した高倍率のズームレンズも求められている。
【０００５】
　特許文献１および２に記載のズームレンズは、物体側から順に、負・正・正の屈折力を
有するレンズ群が配置されたタイプの簡易なレンズ群構成をもつズームレンズである。し
かしながら、これらのズームレンズでは第１レンズ群、第３レンズ群のレンズ枚数が少な
く、各レンズ群で発生する諸収差を抑えることが難しいため、良好な画像を得ることがで
きない。この問題は、高倍率な画像になるほど顕著になる。また、近赤外光に対しては望
遠端で発生する軸上色収差、倍率色収差が顕著になり、近赤外光に対する光学性能が著し
く劣化するという問題がある。
【０００６】
　また、特許文献３に記載のズームレンズは、高倍率で可視光域から近赤外域までの光に
対する収差補正はなされている。しかし、第１レンズ群が正の屈折力を有しているため、
大口径比化を図ろうとすると光学系全体が大きくなる傾向があり、大口径比化と小型化と
を両立することが困難であるという問題がある。
【０００７】
　本発明は、上述した従来技術による問題点を解消するため、小型で、全変倍域に亘って
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諸収差を良好に補正することが可能な高い光学性能を備えたズームレンズを提供すること
を目的とする。さらに、小型で、大口径、高倍率のズームレンズを提供することを目的と
する。加えて、可視光域から近赤外域の光に対して発生する諸収差を良好に補正すること
が可能なズームレンズを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述した課題を解決し、目的を達成するため、本発明にかかるズームレンズは、物体側
から順に配置された、負の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する第２レン
ズ群と、第３レンズ群と、を備え、各レンズ群の光軸上の間隔を変えることにより変倍を
行うズームレンズであって、前記第２レンズ群は、物体側から順に配置された、正レンズ
と、負レンズと、正レンズと、から構成され、前記第３レンズ群は、最も物体側に負レン
ズが配置されて構成されており、以下に示す条件式を満足することを特徴とする。
（１）　２．８≦｜β２Ｔ／β２Ｗ｜≦１２．０
　ただし、β２Ｔは前記第２レンズ群の望遠端における倍率、β２Ｗは前記第２レンズ群
の広角端における倍率を示す。
【０００９】
　本発明によれば、小型で、全変倍域に亘って諸収差を良好に補正することが可能な高い
光学性能を備えたズームレンズを提供することができる。
【００１０】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、前記第１レンズ群を光軸
に沿って移動させることにより変倍を行い、前記第２レンズ群以降のレンズ群を光軸に沿
って移動させることにより、変倍に伴う像面変動を補正し、前記第１レンズ群を光軸に沿
って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態から最至近距離物体合焦状態ま
でのフォーカシングを行う、ことを特徴とする。
【００１１】
　本発明によれば、変倍時および合焦時の像面変動を抑制し、良好な光学性能を維持する
ことができる。
【００１２】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（２）　－０．５≦β２Ｗ≦－０．１
　ただし、β２Ｗは前記第２レンズ群の広角端における倍率を示す。
【００１３】
　本発明によれば、広角端において第２レンズ群で発生するコマ収差、像面湾曲を抑制し
、小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現することができる。
【００１４】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（３）　－４．５０≦β２Ｔ≦－１．４５
　ただし、β２Ｔは前記第２レンズ群の望遠端における倍率を示す。
【００１５】
　本発明によれば、望遠端において第２レンズ群で発生するコマ収差、像面湾曲を抑制し
、小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現することができる。
【００１６】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（４）　０．３≦βＬＴ≦１．０
　ただし、βＬＴは最も像側に配置されているレンズ群の望遠端における倍率を示す。
【００１７】
　本発明によれば、望遠端において最も像側に配置されているレンズ群で発生する球面収
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差、像面湾曲を抑制し、小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現することがで
きる。
【００１８】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、前記第２レンズ群中に所
定の開口を規定する開口絞りを備え、広角端から望遠端への変倍に際し、前記開口絞りが
前記第２レンズ群とともに像側から物体側へ移動することを特徴とする。
【００１９】
　本発明によれば、小型で、大口径、高倍率のズームレンズを提供することができる。
【００２０】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（５）　０．３５≦｜ｆ１｜／ｆ２≦０．８５
　ただし、ｆ１は前記第１レンズ群の焦点距離、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離を示
す。
【００２１】
　本発明によれば、第１レンズ群で発生する球面収差、像面湾曲を、第２レンズ群で適切
に補正することができ、高い光学性能を得ることができる。
【００２２】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（６）　０．２≦｜ｆ２／ｆ３｜≦１．０
　ただし、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離、ｆ３は前記第３レンズ群の焦点距離を示
す。
【００２３】
　本発明によれば、第２レンズ群で発生するコマ収差、像面湾曲を、第３レンズ群で適切
に補正することができ、高い光学性能を得ることができる。
【００２４】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、前記第１レンズ群が、少
なくとも１枚の正レンズと１枚の負レンズを含み構成されており、以下に示す条件式を満
足することを特徴とする。
（７）　νｄ１ｐ≦４１．０
（８）　νｄ１ｎ≧５０．０
　ただし、νｄ１ｐは前記第１レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数
、νｄ１ｎは前記第１レンズ群中に含まれる、負レンズのｄ線に対するアッベ数を示す。
【００２５】
　本発明によれば、第１レンズ群に含まれる負レンズで発生する色収差を良好に補正する
とともに、球面収差、像面湾曲も良好に補正して、高い光学性能を得ることができる。特
に、可視光域から近赤外域の光に対して発生する収差を良好に補正することができる。
【００２６】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（９）　νｄ２ｐａ≧６８．０
　ただし、νｄ２ｐａは前記第２レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ
数の平均値を示す。
【００２７】
　本発明によれば、第２レンズ群で発生する、可視光域から近赤外域の光に対する色収差
を良好に補正し、高い光学性能を得ることができる。
【００２８】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、前記第１レンズ群が、物
体側から順に、負レンズと、負レンズと、正レンズと、が連続配置されて構成されている
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ことを特徴とする。
【００２９】
　本発明によれば、第１レンズ群で発生する諸収差を抑制することができる。
【００３０】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、前記第３レンズ群が、物
体側から順に、負レンズと、正レンズと、が連続配置されて構成されていることを特徴と
する。
【００３１】
　本発明によれば、第１，第２レンズ群で発生する像面湾曲、コマ収差を第３レンズ群で
補正することが可能になる。
【００３２】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、前記第３レンズ群の最も
物体側に配置されている負レンズが物体側に凹面を向けており、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（１０）　－１．５≦（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）≦０．３
　ただし、Ｒ３１は前記第３レンズ群の最も物体側に配置されている負レンズの物体側面
の曲率半径、Ｒ３２は前記第３レンズ群の最も物体側に配置されている負レンズの像側面
の曲率半径を示す。
【００３３】
　本発明によれば、第１，第２レンズ群で発生する像面湾曲を第３レンズ群で良好に補正
することができる。
【００３４】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（１１）　４．５≦｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）≦１６．５
　ただし、Ｘ２は広角端から望遠端への変倍時における前記第２レンズ群の移動量、ｆ１
は前記第１レンズ群の焦点距離、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離を示す。
【００３５】
　第２レンズ群の移動量Ｘ２とは、光軸上の有限距離内に固定された一点に対し、第２レ
ンズ群が広角端から望遠端へ移動するときの、第２レンズ群の光軸上の移動量とする。
【００３６】
　本発明によれば、広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群の移動量を適切に
設定して、光学性能を維持したまま、光学系全長の短縮化を図ることができる。
【００３７】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、前記発明において、以下に示す条件式を満足
することを特徴とする。
（１２）　０．３≦ｆ２／ｆＬｗ≦１．１
　ただし、ｆ２は前記第２レンズ群の焦点距離、ｆＬｗは前記第３レンズ群以降に配置さ
れている全てのレンズ群の広角端における合成焦点距離を示す。
【００３８】
　本発明によれば、広角端において第２レンズ群で発生するコマ収差を、第３レンズ群以
降のレンズ群で良好に補正することができる。
【発明の効果】
【００３９】
　本発明によれば、小型で、全変倍域に亘って諸収差を良好に補正することが可能な高い
光学性能を備えたズームレンズを提供することができるという効果を奏する。さらに、小
型で、大口径、高倍率のズームレンズを提供することができるという効果を奏する。加え
て、可視光域から近赤外域の光に対して発生する諸収差を良好に補正することが可能なズ
ームレンズを提供することができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
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【００４０】
【図１】実施例１にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図２】実施例１にかかるズームレンズの諸収差図である。
【図３】実施例２にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図４】実施例２にかかるズームレンズの諸収差図である。
【図５】実施例３にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図６】実施例３にかかるズームレンズの諸収差図である。
【図７】実施例４にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図８】実施例４にかかるズームレンズの諸収差図である。
【図９】実施例５にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図１０】実施例５にかかるズームレンズの諸収差図である。
【図１１】実施例６にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図１２】実施例６にかかるズームレンズの諸収差図である。
【図１３】実施例７にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。
【図１４】実施例７にかかるズームレンズの諸収差図である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　以下、本発明にかかるズームレンズの好適な実施の形態を詳細に説明する。
【００４２】
　本発明にかかるズームレンズは、物体側から順に配置された、負の屈折力を有する第１
レンズ群と、正の屈折力を有する第２レンズ群と、第３レンズ群と、を備えて構成される
。そして、各レンズ群の光軸上の間隔を変えることにより変倍を行う。
【００４３】
　本発明は、まず、小型で、全変倍域に亘って諸収差を良好に補正することが可能な高い
光学性能を備えたズームレンズを提供することを目的としている。そこで、かかる目的を
達成するため、以下に示すような各種条件を設定している。
【００４４】
　小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現するためには、変倍をつかさどるレ
ンズ群の屈折力を大きくし、変倍に伴う移動量を少なくすることが望ましい。しかし、屈
折力を大きくしていくと収差の発生量も大きくなる傾向があり、高い光学性能を維持する
ことが困難になる。このため、小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現するた
めには、変倍をつかさどるレンズ群のレンズ構成や、広角端、望遠端における各レンズ群
の倍率を適切に設定することが必要になる。
【００４５】
　本発明にかかるズームレンズにおいて、第２レンズ群は、物体側から順に配置された、
正レンズと、負レンズと、正レンズと、から構成される。第２レンズ群では、最も物体側
に配置されている正レンズで発生する球面収差、像面湾曲、色収差を、当該正レンズに続
いて配置されている負レンズ、正レンズによって補正する。また、第２レンズ群では、最
も物体側に正レンズを配置したことにより、当該正レンズで入射光線を収束させることが
でき、第２レンズ群以降の小径化を図ることができる。
【００４６】
　第３レンズ群は、最も物体側に負レンズが配置されて構成される。当該負レンズで光軸
近傍に入射する光束を発散させることで、望遠端の像面湾曲を良好に補正することができ
る。
【００４７】
　そして、本発明にかかるズームレンズでは、上記構成を前提に、第２レンズ群の望遠端
における倍率をβ２Ｔ、第２レンズ群の広角端における倍率をβ２Ｗとするとき、次の条
件式を満足することが好ましい。
（１）　２．８≦｜β２Ｔ／β２Ｗ｜≦１２．０
【００４８】
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　条件式（１）は、第２レンズ群の望遠端における倍率と広角端における倍率との比を規
定するものである。条件式（１）を満足することにより、光学系の小型化（光学系全長の
短縮化）を図るとともに、広角端から望遠端への変倍に伴う像面湾曲の発生を抑制し、全
変倍域に亘って高い光学性能を維持することができる。
【００４９】
　条件式（１）においてその下限値を下回ると、第２レンズ群の変倍に対する寄与が大き
くなりすぎるため、変倍に伴い発生する像面湾曲が大きくなり、その補正が困難になる。
一方、条件式（１）においてその上限値を超えると、第２レンズ群の変倍に対する寄与が
小さくなるため、変倍時における第２レンズ群の移動量が増加し、光学系全長の短縮化が
困難になる。
【００５０】
　なお、上記条件式（１）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（１ａ）　４．０≦｜β２Ｔ／β２Ｗ｜≦１０．９
　この条件式（１ａ）で規定する範囲を満足することにより、より小型で、高い光学性能
を備えたズームレンズを実現することができる。
【００５１】
　また、上記条件式（１ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに小型で、高い光学性
能を備えたズームレンズを実現することができる。
（１ｂ）　５．０≦｜β２Ｔ／β２Ｗ｜≦９．８
【００５２】
　また、本発明にかかるズームレンズでは、第１レンズ群を光軸に沿って移動させること
により変倍を行い、第２レンズ群以降のレンズ群を光軸に沿って移動させることにより、
変倍に伴う像面変動を補正し、第１レンズ群を光軸に沿って物体側へ移動させることによ
り、無限遠物体合焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行うように
するとよい。
【００５３】
　主に変倍機能を第１レンズ群にもたせ、変倍に伴う像面変動の補正を第２レンズ群以降
のレンズ群に担わせることにより効率的に像面変動の補正することができる。また、第１
レンズ群に合焦を担わせることで、合焦に伴う像面変動を抑制することができ、光学性能
を良好に維持することができる。
【００５４】
　さらに、本発明にかかるズームレンズは、第２レンズ群の広角端における倍率をβ２Ｗ
とするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（２）　－０．５≦β２Ｗ≦－０．１
【００５５】
　条件式（２）は、第２レンズ群の広角端における倍率を規定するものである。条件式（
２）を満足することにより、広角端において第２レンズ群で発生するコマ収差、像面湾曲
を抑制し、小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現することができる。
【００５６】
　条件式（２）においてその下限値を下回ると、第２レンズ群の屈折力が弱くなりすぎて
、光学系の全長が延び、光学系の小型化が困難になる。一方、条件式（２）においてその
上限値を超えると、第２レンズ群の屈折力が強くなりすぎて、広角端で発生するコマ収差
、像面湾曲の補正が困難になる。
【００５７】
　なお、上記条件式（２）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（２ａ）　－０．４５≦β２Ｗ≦－０．１５
　この条件式（２ａ）で規定する範囲を満足することにより、より小型で、高い光学性能
を備えたズームレンズを実現することができる。
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【００５８】
　また、上記条件式（２ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに小型で、高い光学性
能を備えたズームレンズを実現することができる。
（２ｂ）　－０．３≦β２Ｗ≦－０．２
【００５９】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第２レンズ群の望遠端における倍率をβ２
Ｔとするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（３）　－４．５０≦β２Ｔ≦－１．４５
【００６０】
　条件式（３）は、第２レンズ群の望遠端における倍率を規定するものである。条件式（
３）を満足することにより、望遠端において第２レンズ群で発生するコマ収差、像面湾曲
を抑制し、小型で、高い光学性能を備えたズームレンズを実現することができる。
【００６１】
　条件式（３）においてその下限値を下回ると、第２レンズ群の屈折力が弱くなりすぎて
、光学系の全長が延び、光学系の小型化が困難になる。一方、条件式（３）においてその
上限値を超えると、第２レンズ群の屈折力が強くなりすぎて、望遠端で発生するコマ収差
、像面湾曲の補正が困難になる。
【００６２】
　なお、上記条件式（３）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（３ａ）　－４．０≦β２Ｔ≦－２．０
　この条件式（３ａ）で規定する範囲を満足することにより、より小型で、高い光学性能
を備えたズームレンズを実現することができる。
【００６３】
　また、上記条件式（３ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに小型で、高い光学性
能を備えたズームレンズを実現することができる。
（３ｂ）　－３．５≦β２Ｔ≦－２．５
【００６４】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、最も像側に配置されているレンズ群の望遠
端における倍率をβＬＴとするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（４）　０．３≦βＬＴ≦１．０
【００６５】
　条件式（４）は、最も像側に配置されているレンズ群の望遠端における倍率を規定する
ものである。条件式（４）を満足することにより、望遠端において最も像側に配置されて
いるレンズ群で発生する球面収差、像面湾曲を抑制し、小型で、高い光学性能を備えたズ
ームレンズを実現することができる。
【００６６】
　条件式（４）においてその下限値を下回ると、最も像側に配置されているレンズ群の屈
折力が強くなりすぎて、望遠端で発生する球面収差、像面湾曲の補正が困難になる。一方
、条件式（４）においてその上限値を超えると、最も像側に配置されているレンズ群の屈
折力が弱くなりすぎて、光学系の全長が延び、光学系の小型化が困難になる。
【００６７】
　なお、上記条件式（４）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（４ａ）　０．４≦βＬＴ≦０．９
　この条件式（４ａ）で規定する範囲を満足することにより、より小型で、高い光学性能
を備えたズームレンズを実現することができる。
【００６８】
　また、上記条件式（４ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに小型で、高い光学性
能を備えたズームレンズを実現することができる。
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（４ｂ）　０．５≦βＬＴ≦０．８
【００６９】
　さらに、本発明は、小型で、大口径、高倍率のズームレンズを提供することを目的とし
ている。そこで、かかる目的を達成するため、以下に示すような構成を採用している。
【００７０】
　すなわち、本発明にかかるズームレンズでは、第２レンズ群中に所定の開口を規定する
開口絞りを備え、広角端から望遠端への変倍に際し、開口絞りが第２レンズ群ともに像側
から物体側へ移動する。
【００７１】
　明るい光学系を実現しようとする場合、開口絞りの開口径を大きくすることが必要にな
るが、開口径を大きくすることは光学系の外径に影響を及ぼし、小径の光学系を構成する
ことが困難になる。本発明にかかるズームレンズでは、前述のように、第２レンズ群の最
も物体側に正レンズを配置し、当該正レンズで入射光線を収束させることによって第２レ
ンズ群以降の小径化を図っている。そこで、本発明にかかるズームレンズでは、第２レン
ズ群中に開口絞りを備えることによって、光学系外径を拡大させることなく、明るい光学
系を実現することができる。
【００７２】
　また、開口絞りを固定した場合は、変倍時に開口絞りが妨げとなって各レンズ群の移動
量が制限されるため、高倍率化が困難になるとともに、収差補正も難しくなる。開口絞り
を固定した状態で、高倍率で、良好な光学性能を備えたズームレンズを実現しようとする
と、各レンズ群の移動領域を余裕をもたせて確保しなければならなくなり、光学系の大型
化（光学系全長が長くなる）を招くという問題が発生する。そこで、本発明にかかるズー
ムレンズでは、開口絞りを第２レンズ群中に配置し、変倍時に開口絞りが第２レンズ群と
ともに移動するようにしたことにより、限られた領域であっても十分に各レンズ群の移動
量を確保でき、小型化、高倍率化とともに、光学性能を向上させることが可能になる。
【００７３】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第１レンズ群の焦点距離をｆ１、第２レン
ズ群の焦点距離をｆ２とするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（５）　０．３５≦｜ｆ１｜／ｆ２≦０．８５
【００７４】
　条件式（５）は、第１レンズ群の焦点距離と第２レンズ群の焦点距離との比を規定する
ものである。条件式（５）を満足することにより、第１レンズ群で発生する球面収差、像
面湾曲を、第２レンズ群で適切に補正することができ、高い光学性能を得ることができる
。
【００７５】
　条件式（５）においてその下限値を下回ると、第１レンズ群の屈折力が強くなりすぎる
ため、第１レンズ群で発生する像面湾曲が大きくなりすぎ、第２レンズ群でその像面湾曲
を補正しきれなくなってしまう。一方、条件式（５）においてその上限値を超えると、第
２レンズ群の屈折力が強くなりすぎるため、第１レンズ群で発生した球面収差の補正が過
剰になってしまって、高い光学性能を得ることが難しくなる。
【００７６】
　なお、上記条件式（５）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（５ａ）　０．４≦｜ｆ１｜／ｆ２≦０．７
　この条件式（５ａ）で規定する範囲を満足することにより、より高い光学性能を備えた
ズームレンズを実現することができる。
【００７７】
　また、上記条件式（５ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに高い光学性能を備え
たズームレンズを実現することができる。
（５ｂ）　０．５≦｜ｆ１｜／ｆ２≦０．７



(11) JP 6367707 B2 2018.8.1

10

20

30

40

50

【００７８】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第２レンズ群の焦点距離をｆ２、第３レン
ズ群の焦点距離をｆ３とするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（６）　０．２≦｜ｆ２／ｆ３｜≦１．０
【００７９】
　条件式（６）は、第２レンズ群の焦点距離と第３レンズ群の焦点距離との比を規定する
ものである。条件式（６）を満足することにより、第２レンズ群で発生するコマ収差、像
面湾曲を第３レンズ群で適切に補正することができ、高い光学性能を得ることができる。
【００８０】
　条件式（６）においてその下限値を下回ると、第３レンズ群の屈折力が強くなりすぎる
ため、適切に像面湾曲を補正することができなくなる。一方、条件式（６）においてその
上限値を超えると、第２レンズ群の屈折力が強くなりすぎるため、コマ収差の発生が顕著
になって、第３レンズ群でその補正を行うことが困難になる。
【００８１】
　なお、上記条件式（６）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（６ａ）　０．３≦｜ｆ２／ｆ３｜≦０．９
　この条件式（６ａ）で規定する範囲を満足することにより、より高い光学性能を備えた
ズームレンズを実現することができる。
【００８２】
　また、上記条件式（６ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに高い光学性能を備え
たズームレンズを実現することができる。
（６ｂ）　０．４≦｜ｆ２／ｆ３｜≦０．８
【００８３】
　さらに、本発明では、可視光域から近赤外域の光に対して発生する諸収差を良好に補正
することが可能なズームレンズを提供することを目的としている。そこで、かかる目的を
達成するため、以下に示すような各種条件を設定している。
【００８４】
　本発明にかかるズームレンズでは、第１レンズ群を、少なくとも１枚の正レンズと１枚
の負レンズを含み構成することが好ましい。そして、第１レンズ群中に含まれる、正レン
ズのｄ線に対するアッベ数をνｄ１ｐ、第１レンズ群中に含まれる、負レンズのｄ線に対
するアッベ数をνｄ１ｎとするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（７）　νｄ１ｐ≦４１．０
（８）　νｄ１ｎ≧５０．０
【００８５】
　条件式（７）は、第１レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数を規定
しており、第１レンズ群中に含まれる負レンズで発生する色収差を良好に補正するための
条件を示すものである。また、条件式（８）は、第１レンズ群中に含まれる、負レンズの
ｄ線に対するアッベ数を規定しており、第１レンズ群で発生する色収差を低減させるのと
同時に、球面収差、像面湾曲も良好に補正するための条件を示すものである。
【００８６】
　条件式（７），（８）を満足することにより、第１レンズ群に含まれる負レンズで発生
する色収差を良好に補正するとともに、球面収差、像面湾曲も良好に補正して、高い光学
性能を得ることができる。特に、可視光域から近赤外域の光に対して発生する収差を良好
に補正することができる。
【００８７】
　条件式（７）においてその上限値を超えると、第１レンズ群で発生する可視光域から近
赤外域の光に対する軸上色収差、倍率色収差が増大し、光学性能が著しく劣化する。
【００８８】
　なお、上記条件式（７）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
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る。
（７ａ）　νｄ１ｐ≦３３．５
　この条件式（７ａ）で規定する範囲を満足することにより、より高い光学性能を備えた
ズームレンズを実現することができる。
【００８９】
　また、上記条件式（７ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに高い光学性能を備え
たズームレンズを実現することができる。
（７ｂ）　νｄ１ｐ≦２６．０
【００９０】
　条件式（８）においてその下限値を下回ると、第１レンズ群で発生する可視光域から近
赤外域の光に対する軸上色収差が増大し、光学性能が著しく劣化する。
【００９１】
　なお、上記条件式（８）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（８ａ）　νｄ１ｎ≧５５．０
　この条件式（８ａ）で規定する範囲を満足することにより、より高い光学性能を備えた
ズームレンズを実現することができる。
【００９２】
　また、上記条件式（８ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに高い光学性能を備え
たズームレンズを実現することができる。
（８ｂ）　νｄ１ｎ≧６０．０
【００９３】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第２レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ
線に対するアッベ数の平均値をνｄ２ｐａとするとき、次に示す条件式を満足することが
好ましい。
（９）　νｄ２ｐａ≧６８．０
【００９４】
　条件式（９）は、第２レンズ群中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均
値を規定し、第２レンズ群で発生する可視光域から近赤外域の光に対する色収差を良好に
補正するための条件を示すものである。
【００９５】
　条件式（９）においてその下限値を下回ると、第２レンズ群で発生する可視光域から近
赤外域の光に対する色収差の補正が困難になり、光学性能が著しく劣化する。
【００９６】
　なお、上記条件式（９）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待でき
る。
（９ａ）　νｄ２ｐａ≧７２．０
　この条件式（９ａ）で規定する範囲を満足することにより、より高い光学性能を備えた
ズームレンズを実現することができる。
【００９７】
　また、上記条件式（９ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに高い光学性能を備え
たズームレンズを実現することができる。
（９ｂ）　νｄ２ｐａ≧７６．０
【００９８】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第１レンズ群を、物体側から順に、負レン
ズと、負レンズと、正レンズと、を連続させて配置して構成するとよい。このようにする
ことで、負の屈折力によって発生する収差を２枚の負レンズを配置することで分散させる
ことができ、球面収差、像面湾曲の発生を低減させることが可能になる。また、２枚の負
レンズによって発生した球面収差、像面湾曲を、それらの像側に配置された正レンズによ
って補正することができる。このため、第１レンズ群で発生する球面収差、像面湾曲を効
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果的に補正することができる。
【００９９】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第３レンズ群を、物体側から順に、負レン
ズと、正レンズと、を連続させて配置して構成するとよい。このようにすることで、第１
，第２レンズ群で発生する像面湾曲、コマ収差を第３レンズ群で補正することが可能にな
る。具体的には、第１，第２レンズ群で発生する像面湾曲を第３レンズ群の負レンズによ
って補正することが可能になる。また、第１，第２レンズ群で発生するコマ収差を第３レ
ンズ群の正レンズによって補正することが可能になる。
【０１００】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第１，第２レンズ群で発生する像面湾曲を
第３レンズ群で補正するために、第３レンズ群の最も物体側の負レンズが凹面を物体側に
向けて配置されていることが好ましい。そして、第３レンズ群の最も物体側に配置されて
いる負レンズの物体側面の曲率半径をＲ３１、第３レンズ群の最も物体側に配置されてい
る負レンズの像側面の曲率半径をＲ３２とするとき、次の条件式を満足することがより好
ましい。
（１０）　－１．５≦（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）≦０．３
【０１０１】
　条件式（１０）は、第３レンズ群の最も物体側に配置される凹レンズの物体側面の曲率
半径と像側面の曲率半径とを規定するものである。条件式（１０）を満足することにより
、第１，第２レンズ群で発生する像面湾曲を第３レンズ群で良好に補正することができる
。
【０１０２】
　条件式（１０）においてその下限値を下回ると、当該凹レンズによる像面湾曲の補正が
過剰になり、良好な光学性能が得られなくなる。一方、条件式（１０）においてその上限
値を超えると、当該凹レンズによる像面湾曲の補正が不足し、良好な光学性能が得られな
くなる。
【０１０３】
　なお、上記条件式（１０）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待で
きる。
（１０ａ）　－１．２≦（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）≦０．２
　この条件式（１０ａ）で規定する範囲を満足することにより、より高い光学性能を備え
たズームレンズを実現することができる。
【０１０４】
　また、上記条件式（１０ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに高い光学性能を備
えたズームレンズを実現することができる。
（１０ｂ）　－０．８≦（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）≦０．１
【０１０５】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、広角端から望遠端への変倍時における第２
レンズ群の移動量をＸ２、第１レンズ群の焦点距離をｆ１、第２レンズ群の焦点距離をｆ
２とするとき、次の条件式を満足することが好ましい。
（１１）　４．５≦｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）≦１６．５
【０１０６】
　第２レンズ群の移動量Ｘ２とは、光軸上の有限距離内に固定された一点に対し、第２レ
ンズ群が広角端から望遠端へ移動するときの、第２レンズ群の光軸上の移動量とする。
【０１０７】
　条件式（１１）は、広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群の移動量と、第
１レンズ群の焦点距離および第２レンズ群の焦点距離との関係を規定するものである。条
件式（１１）を満足することにより、広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群
の移動量を適切に設定して、光学性能を維持したまま、光学系全長の短縮化を図ることが
できる。
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【０１０８】
　条件式（１１）においてその下限値を下回ると、変倍時の第２レンズ群の移動量を減少
させることはできるが、変倍に伴う収差を抑えることが困難になる。一方、条件式（１１
）においてその上限値を超えると、変倍時の第２レンズ群の移動量が増大し、光学系全長
が延びてしまう。
【０１０９】
　なお、上記条件式（１１）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待で
きる。
（１１ａ）　６．８≦｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）≦１５．２
　この条件式（１１ａ）で規定する範囲を満足することにより、より小型で、高い光学性
能を備えたズームレンズを実現することができる。
【０１１０】
　また、上記条件式（１１ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに小型で、高い光学
性能を備えたズームレンズを実現することができる。
（１１ｂ）　７．５≦｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）≦１４．５
【０１１１】
　さらに、本発明にかかるズームレンズでは、第２レンズ群の焦点距離をｆ２、第３レン
ズ群以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦点距離をｆＬｗとする
とき、次の条件式を満足することが好ましい。
（１２）　０．３≦ｆ２／ｆＬｗ≦１．１
【０１１２】
　条件式（１２）は、第２レンズ群の焦点距離と第３レンズ群以降に配置されている全て
のレンズ群の広角端における合成焦点距離との比を規定するものである。条件式（１２）
を満足することにより、広角端において第２レンズ群で発生するコマ収差を、第３レンズ
群以降のレンズ群で良好に補正することができる。
【０１１３】
　条件式（１２）においてその下限値を下回ると、第３レンズ群以降のレンズ群の屈折力
が弱くなるため、第２レンズ群で発生するコマ収差を良好に補正することが困難になる。
一方、条件式（１２）においてその上限値を超えると、第２レンズ群の屈折力が弱くなり
すぎるため、光学系全長の短縮化が難しくなる。
【０１１４】
　なお、上記条件式（１２）は、次に示す範囲を満足すると、より好ましい効果が期待で
きる。
（１２ａ）　０．４８≦ｆ２／ｆＬｗ≦０．９２
　この条件式（１２ａ）で規定する範囲を満足することにより、より小型で、高い光学性
能を備えたズームレンズを実現することができる。
【０１１５】
　また、上記条件式（１２ａ）は、次に示す範囲を満足すると、さらに小型で、高い光学
性能を備えたズームレンズを実現することができる。
（１２ｂ）　０．５５≦ｆ２／ｆＬｗ≦０．８５
【０１１６】
　以上説明したように、本発明によれば、上記構成を備えることにより、小型で、全変倍
域に亘って諸収差を良好に補正することが可能な高い光学性能を備えたズームレンズを実
現することができる。さらに、小型で、大口径、高倍率のズームレンズを実現することが
できるという効果を奏する。加えて、可視光域から近赤外域の光に対して発生する諸収差
を良好に補正することが可能なズームレンズを実現することができる。
【０１１７】
　以下、本発明にかかるズームレンズの実施例を図面に基づき詳細に説明する。なお、以
下の実施例により本発明が限定されるものではない。
【実施例１】
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【０１１８】
　図１は、実施例１にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。このズ
ームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ11と、正
の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ12と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ13と、が配置
されて構成される。また、第３レンズ群Ｇ13と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラスＣ
Ｇが配置されている。
【０１１９】
　第１レンズ群Ｇ11は、物体側から順に、負レンズＬ111と、負レンズＬ112と、正レンズ
Ｌ113と、負レンズＬ114と、が配置されて構成される。負レンズＬ112と正レンズＬ113と
は、接合されている。正レンズＬ113の結像面ＩＭＧ側面には、非球面が形成されている
。
【０１２０】
　第２レンズ群Ｇ12は、物体側から順に、正レンズＬ121と、所定の口径を規定する開口
絞りＳＴＰと、負レンズＬ122と、正レンズＬ123と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ121の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ122と正レンズＬ123とは、接合
されている。
【０１２１】
　第３レンズ群Ｇ13は、物体側から順に、負レンズＬ131と、正レンズＬ132と、正レンズ
Ｌ133と、が配置されて構成される。負レンズＬ131の物体側面は、凹面になっている。正
レンズＬ133の両面には、非球面が形成されている。
【０１２２】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ11を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ12を
光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ13を光軸
に沿って物体側に緩い凸の軌跡を形成するように移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの
位置の補正を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ12とともに移動する。
さらに、第１レンズ群Ｇ11を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合
焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【０１２３】
　以下、実施例１にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０１２４】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.19（広角端）～19.44（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.23（広角端）～3.44（望遠端）
半画角（ω）＝58.37（広角端）～8.53（望遠端）
第１レンズ群Ｇ11の焦点距離（ｆ１）＝-8.91
第２レンズ群Ｇ12の焦点距離（ｆ２）＝13.42
第３レンズ群Ｇ13の焦点距離（ｆ３）＝20.43
変倍比＝6.10
【０１２５】
（レンズデータ）
ｒ1＝157.592
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.83　　νｄ1＝42.72
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝5.28
ｒ3＝-56.402
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.49　　νｄ2＝70.44
ｒ4＝19.091
　ｄ4＝3.86　　ｎｄ3＝1.82　　νｄ3＝24.06
ｒ5＝-48.424（非球面）
　ｄ5＝1.02
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ｒ6＝-16.500
　ｄ6＝0.50　　ｎｄ4＝1.52　　νｄ4＝64.20
ｒ7＝47.208
　ｄ7＝D(7)（可変）
ｒ8＝12.507（非球面）
　ｄ8＝3.83　　ｎｄ5＝1.55　　νｄ5＝71.68
ｒ9＝-21.857（非球面）
　ｄ9＝0.71
ｒ10＝∞（開口絞り）
　ｄ10＝1.57
ｒ11＝31.697
　ｄ11＝0.50　　ｎｄ6＝1.72　　νｄ6＝29.50
ｒ12＝9.003
　ｄ12＝4.03　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ13＝-17.916
　ｄ13＝D(13)（可変）
ｒ14＝-9.959
　ｄ14＝0.50　　ｎｄ8＝1.58　　νｄ8＝40.89
ｒ15＝11.066
　ｄ15＝0.68
ｒ16＝15.141
　ｄ16＝1.83　　ｎｄ9＝1.88　　νｄ9＝40.81
ｒ17＝-39.802
　ｄ17＝0.50
ｒ18＝49.128（非球面）
　ｄ18＝2.92　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
ｒ19＝-9.723（非球面）
　ｄ19＝D(19)（可変）
ｒ20＝∞
　ｄ20＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ21＝∞
　ｄ21＝4.00
ｒ22＝∞（結像面）
【０１２６】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-6.72458×10-5，Ｃ＝-2.40695×10-7，
Ｄ＝2.61052×10-9，Ｅ＝-3.95672×10-11

（第８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-9.69395×10-5，Ｃ＝-9.51005×10-7，
Ｄ＝4.02158×10-8，Ｅ＝-6.43542×10-10

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝1.00663×10-4，Ｃ＝-1.18082×10-6，
Ｄ＝4.06019×10-8，Ｅ＝-6.35633×10-10
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（第１８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝5.35557×10-4，Ｃ＝2.45046×10-5，
Ｄ＝-1.67573×10-7，Ｅ＝2.92909×10-8

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝8.27909×10-4，Ｃ＝5.14824×10-5，
Ｄ＝-2.72286×10-6，Ｅ＝1.39662×10-7

【０１２７】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(7)         26.85　　  1.00
D(13)       　2.35　　 31.40
D(19)       　2.03　　  1.35
【０１２８】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝5.87
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ12の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ12の広角端における倍率
【０１２９】
（条件式（２）に関する数値）
β２Ｗ＝-0.43
【０１３０】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-2.53
【０１３１】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.86
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第３レンズ群Ｇ13）の望遠端における倍率
【０１３２】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.66
【０１３３】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.66
【０１３４】
（条件式（７）に関する数値）
νｄ１ｐ＝24.06
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ11中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ113）のｄ線に対する
アッベ数
【０１３５】
（条件式（８）に関する数値）
νｄ１ｎ＝70.44
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ11中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ112）のｄ線に対する
アッベ数
【０１３６】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝83.39
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νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ12中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０１３７】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝-0.05
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ13の最も物体側に配置されている負レンズＬ131の物体側面の曲
率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ13の最も物体側に配置されている負レンズＬ131の像側面の曲率
半径
【０１３８】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝6.73
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ12の移動量（＝28.38）
【０１３９】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.66
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ13以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離
【０１４０】
　図２は、実施例１にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦軸
はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、短
破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相当
する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を
表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサジ
タル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を示
している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当す
る波長の特性を示している。
【実施例２】
【０１４１】
　図３は、実施例２にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。このズ
ームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ21と、正
の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ22と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ23と、が配置
されて構成される。また、第３レンズ群Ｇ23と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラスＣ
Ｇが配置されている。
【０１４２】
　第１レンズ群Ｇ21は、物体側から順に、負レンズＬ211と、負レンズＬ212と、正レンズ
Ｌ213と、負レンズＬ214と、が配置されて構成される。負レンズＬ212と正レンズＬ213と
は、接合されている。正レンズＬ213の結像面ＩＭＧ側面には、非球面が形成されている
。
【０１４３】
　第２レンズ群Ｇ22は、物体側から順に、正レンズＬ221と、所定の口径を規定する開口
絞りＳＴＰと、負レンズＬ222と、正レンズＬ223と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ221の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ222と正レンズＬ223とは、接合
されている。
【０１４４】
　第３レンズ群Ｇ23は、物体側から順に、負レンズＬ231と、正レンズＬ232と、正レンズ
Ｌ233と、が配置されて構成される。負レンズＬ231の物体側面は、凹面になっている。正
レンズＬ233の両面には、非球面が形成されている。
【０１４５】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ21を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ22を
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光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ23を光軸
に沿って物体側に緩い凸の軌跡を形成するように移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの
位置の補正を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ22とともに移動する。
さらに、第１レンズ群Ｇ21を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合
焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【０１４６】
　以下、実施例２にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０１４７】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.19（広角端）～19.44（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.23（広角端）～3.47（望遠端）
半画角（ω）＝63.46（広角端）～9.03（望遠端）
第１レンズ群Ｇ21の焦点距離（ｆ１）＝-9.02
第２レンズ群Ｇ22の焦点距離（ｆ２）＝13.71
第３レンズ群Ｇ23の焦点距離（ｆ３）＝20.36
変倍比＝6.10
【０１４８】
（レンズデータ）
ｒ1＝579.202
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.90　　νｄ1＝37.37
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝4.56
ｒ3＝-218.921
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.64　　νｄ2＝55.45
ｒ4＝23.130
　ｄ4＝4.30　　ｎｄ3＝1.82　　νｄ3＝24.06
ｒ5＝-22.947（非球面）
　ｄ5＝0.79
ｒ6＝-12.801
　ｄ6＝0.50　　ｎｄ4＝1.52　　νｄ4＝52.15
ｒ7＝53.596
　ｄ7＝D(7)（可変）
ｒ8＝12.385（非球面）
　ｄ8＝4.09　　ｎｄ5＝1.55　　νｄ5＝71.68
ｒ9＝-20.051（非球面）
　ｄ9＝0.71
ｒ10＝∞（開口絞り）
　ｄ10＝1.57
ｒ11＝53.272
　ｄ11＝0.60　　ｎｄ6＝1.67　　νｄ6＝32.17
ｒ12＝8.806
　ｄ12＝4.08　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ13＝-17.193
　ｄ13＝D(13)（可変）
ｒ14＝-8.512
　ｄ14＝0.50　　ｎｄ8＝1.52　　νｄ8＝52.15
ｒ15＝-211.125
　ｄ15＝0.57
ｒ16＝-19.080
　ｄ16＝1.67　　ｎｄ9＝1.50　　νｄ9＝81.61
ｒ17＝-9.123
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　ｄ17＝0.50
ｒ18＝30.680（非球面）
　ｄ18＝2.59　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
ｒ19＝-10.864（非球面）
　ｄ19＝D(19)（可変）
ｒ20＝∞
　ｄ20＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ21＝∞
　ｄ21＝4.00
ｒ22＝∞（結像面）
【０１４９】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-9.10507×10-5，Ｃ＝-5.33991×10-7，
Ｄ＝2.86663×10-9，Ｅ＝-7.37298×10-11

（第８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-9.81882×10-5，Ｃ＝-6.15235×10-7，
Ｄ＝2.80365×10-8，Ｅ＝-4.53885×10-10

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝1.12174×10-4，Ｃ＝-8.11729×10-7，
Ｄ＝2.63785×10-8，Ｅ＝-4.19895×10-10

（第１８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝2.38585×10-4，Ｃ＝2.31778×10-5，
Ｄ＝-3.13210×10-7，Ｅ＝3.70085×10-8

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝5.36748×10-4，Ｃ＝4.77277×10-5，
Ｄ＝-2.53469×10-6，Ｅ＝1.21543×10-7

【０１５０】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(7)         27.49　　  1.00
D(13)       　2.40　　 32.02
D(19)       　2.03　　  1.43
【０１５１】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝5.88
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ22の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ22の広角端における倍率
【０１５２】
（条件式（２）に関する数値）
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β２Ｗ＝-0.43
【０１５３】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-2.53
【０１５４】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.85
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第３レンズ群Ｇ23）の望遠端における倍率
【０１５５】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.66
【０１５６】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.67
【０１５７】
（条件式（７）に関する数値）
νｄ１ｐ＝24.06
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ21中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ213）のｄ線に対する
アッベ数
【０１５８】
（条件式（８）に関する数値）
νｄ１ｎ＝52.15
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ21中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ214）のｄ線に対する
アッベ数
【０１５９】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝83.39
νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ22中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０１６０】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝-1.08
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ23の最も物体側に配置されている負レンズＬ231の物体側面の曲
率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ23の最も物体側に配置されている負レンズＬ231の像側面の曲率
半径
【０１６１】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝6.82
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ22の移動量（＝29.03）
【０１６２】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.67
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ23以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離
【０１６３】
　図４は、実施例２にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦軸
はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、短
破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相当
する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を
表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサジ
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タル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を示
している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当す
る波長の特性を示している。
【実施例３】
【０１６４】
　図５は、実施例３にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。このズ
ームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ31と、正
の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ32と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ33と、が配置
されて構成される。また、第３レンズ群Ｇ33と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラスＣ
Ｇが配置されている。
【０１６５】
　第１レンズ群Ｇ31は、物体側から順に、負レンズＬ311と、負レンズＬ312と、正レンズ
Ｌ313と、負レンズＬ314と、が配置されて構成される。正レンズＬ313の物体側面には、
非球面が形成されている。また、負レンズＬ314の結像面ＩＭＧ側面にも、非球面が形成
されている。
【０１６６】
　第２レンズ群Ｇ32は、物体側から順に、正レンズＬ321と、所定の口径を規定する開口
絞りＳＴＰと、負レンズＬ322と、正レンズＬ323と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ321の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ322と正レンズＬ323とは、接合
されている。
【０１６７】
　第３レンズ群Ｇ33は、物体側から順に、負レンズＬ331と、正レンズＬ332と、正レンズ
Ｌ333と、が配置されて構成される。負レンズＬ331の物体側面は、凹面になっている。正
レンズＬ333の両面には、非球面が形成されている。
【０１６８】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ31を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ32を
光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ33を光軸
に沿って物体側から結像面ＩＭＧ側へ移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの位置の補正
を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ32とともに移動する。さらに、第
１レンズ群Ｇ31を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態から
最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【０１６９】
　以下、実施例３にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０１７０】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.09（広角端）～24.31（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.23（広角端）～5.41（望遠端）
半画角（ω）＝53.02（広角端）～6.77（望遠端）
第１レンズ群Ｇ31の焦点距離（ｆ１）＝-8.72
第２レンズ群Ｇ32の焦点距離（ｆ２）＝13.62
第３レンズ群Ｇ33の焦点距離（ｆ３）＝20.13
変倍比＝7.88
【０１７１】
（レンズデータ）
ｒ1＝95.832
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.88　　νｄ1＝40.81
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝3.14
ｒ3＝19.545
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.74　　νｄ2＝49.22
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ｒ4＝10.200
　ｄ4＝1.77
ｒ5＝28.685（非球面）
　ｄ5＝4.02　　ｎｄ3＝1.82　　νｄ3＝24.06
ｒ6＝-22.559
　ｄ6＝0.57
ｒ7＝-16.524
　ｄ7＝0.50　　ｎｄ4＝1.62　　νｄ4＝63.86
ｒ8＝39.439（非球面）
　ｄ8＝D(8)（可変）
ｒ9＝10.268（非球面）
　ｄ9＝4.68　　ｎｄ5＝1.50　　νｄ5＝81.56
ｒ10＝-22.386（非球面）
　ｄ10＝0.71
ｒ11＝∞（開口絞り）
　ｄ11＝1.57
ｒ12＝14.513
　ｄ12＝0.60　　ｎｄ6＝1.90　　νｄ6＝31.01
ｒ13＝7.283
　ｄ13＝4.62　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ14＝-37.400
　ｄ14＝D(14)（可変）
ｒ15＝-11.084
　ｄ15＝0.50　　ｎｄ8＝1.70　　νｄ8＝41.15
ｒ16＝10.957
　ｄ16＝0.66
ｒ17＝16.980
　ｄ17＝1.84　　ｎｄ9＝1.88　　νｄ9＝40.81
ｒ18＝-21.649
　ｄ18＝0.50
ｒ19＝53.019（非球面）
　ｄ19＝2.56　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
ｒ20＝-9.689（非球面）
　ｄ20＝D(20)（可変）
ｒ21＝∞
　ｄ21＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ22＝∞
　ｄ22＝4.00
ｒ23＝∞（結像面）
【０１７２】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝1.40806×10-5，Ｃ＝3.25534×10-6，
Ｄ＝-4.17170×10-8，Ｅ＝6.04485×10-10

（第８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.81784×10-4，Ｃ＝1.95668×10-6，
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Ｄ＝-1.62257×10-8，Ｅ＝5.45870×10-11

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.20860×10-4，Ｃ＝-1.52404×10-6，
Ｄ＝3.61163×10-8，Ｅ＝-5.39050×10-10

（第１０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝1.00026×10-4，Ｃ＝-1.20395×10-6，
Ｄ＝2.99744×10-8，Ｅ＝-3.95433×10-10

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝4.25522×10-4，Ｃ＝2.39298×10-5，
Ｄ＝3.22213×10-7，Ｅ＝3.18531×10-8

（第２０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝6.35974×10-4，Ｃ＝6.79239×10-5，
Ｄ＝-3.88398×10-6，Ｅ＝1.94713×10-7

【０１７３】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(8)         30.55　　  1.12
D(14)       　2.17　　 38.62
D(20)       　1.50　　  0.51
【０１７４】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝7.46
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ32の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ32の広角端における倍率
【０１７５】
（条件式（２）に関する数値）
β２Ｗ＝-0.40
【０１７６】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-2.99
【０１７７】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.93
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第３レンズ群Ｇ33）の望遠端における倍率
【０１７８】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.64
【０１７９】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.68
【０１８０】
（条件式（７）に関する数値）
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νｄ１ｐ＝24.06
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ31中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ313）のｄ線に対する
アッベ数
【０１８１】
（条件式（８）に関する数値）
νｄ１ｎ＝63.86
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ31中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ314）のｄ線に対する
アッベ数
【０１８２】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝88.33
νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ32中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０１８３】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝0.04
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ33の最も物体側に配置されている負レンズＬ331の物体側面の曲
率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ33の最も物体側に配置されている負レンズＬ331の像側面の曲率
半径
【０１８４】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝10.59
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ32の移動量（＝39.46）
【０１８５】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.68
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ33以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離
【０１８６】
　図６は、実施例３にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦軸
はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、短
破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相当
する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を
表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサジ
タル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を示
している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当す
る波長の特性を示している。
【実施例４】
【０１８７】
　図７は、実施例４にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。このズ
ームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ41と、正
の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ42と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ43と、が配置
されて構成される。また、第３レンズ群Ｇ43と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラスＣ
Ｇが配置されている。
【０１８８】
　第１レンズ群Ｇ41は、物体側から順に、負レンズＬ411と、負レンズＬ412と、正レンズ
Ｌ413と、負レンズＬ414と、が配置されて構成される。正レンズＬ413の物体側面には、
非球面が形成されている。また、負レンズＬ414の結像面ＩＭＧ側面にも、非球面が形成
されている。
【０１８９】
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　第２レンズ群Ｇ42は、物体側から順に、正レンズＬ421と、所定の口径を規定する開口
絞りＳＴＰと、負レンズＬ422と、正レンズＬ423と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ421の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ422と正レンズＬ423とは、接合
されている。
【０１９０】
　第３レンズ群Ｇ43は、物体側から順に、負レンズＬ431と、正レンズＬ432と、正レンズ
Ｌ433と、が配置されて構成される。負レンズＬ431の物体側面は、凹面になっている。正
レンズＬ433の両面には、非球面が形成されている。
【０１９１】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ41を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ42を
光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ43を光軸
に沿って物体側から結像面ＩＭＧ側へ移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの位置の補正
を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ42とともに移動する。さらに、第
１レンズ群Ｇ41を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態から
最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【０１９２】
　以下、実施例４にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０１９３】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.09（広角端）～25.28（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.24（広角端）～5.59（望遠端）
半画角（ω）＝51.14（広角端）～6.52（望遠端）
第１レンズ群Ｇ41の焦点距離（ｆ１）＝-8.88
第２レンズ群Ｇ42の焦点距離（ｆ２）＝13.73
第３レンズ群Ｇ43の焦点距離（ｆ３）＝19.12
変倍比＝8.19
【０１９４】
（レンズデータ）
ｒ1＝46.713
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.88　　νｄ1＝40.81
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝3.66
ｒ3＝21.676
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.74　　νｄ2＝49.22
ｒ4＝10.262
　ｄ4＝1.91
ｒ5＝27.990（非球面）
　ｄ5＝4.13　　ｎｄ3＝1.82　　νｄ3＝24.06
ｒ6＝-23.453
　ｄ6＝0.61
ｒ7＝-16.902
　ｄ7＝0.50　　ｎｄ4＝1.62　　νｄ4＝63.86
ｒ8＝34.085（非球面）
　ｄ8＝D(8)（可変）
ｒ9＝10.227（非球面）
　ｄ9＝4.75　　ｎｄ5＝1.50　　νｄ5＝81.56
ｒ10＝-22.296（非球面）
　ｄ10＝0.71
ｒ11＝∞（開口絞り）
　ｄ11＝1.57
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ｒ12＝14.438
　ｄ12＝0.60　　ｎｄ6＝1.90　　νｄ6＝31.01
ｒ13＝7.228
　ｄ13＝4.59　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ14＝-43.169
　ｄ14＝D(14)（可変）
ｒ15＝-11.021
　ｄ15＝0.50　　ｎｄ8＝1.70　　νｄ8＝41.15
ｒ16＝10.104
　ｄ16＝0.72
ｒ17＝16.174
　ｄ17＝1.87　　ｎｄ9＝1.88　　νｄ9＝40.81
ｒ18＝-21.359
　ｄ18＝0.50
ｒ19＝52.774（非球面）
　ｄ19＝2.62　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
ｒ20＝-9.309（非球面）
　ｄ20＝D(20)（可変）
ｒ21＝∞
　ｄ21＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ22＝∞
　ｄ22＝4.00
ｒ23＝∞（結像面）
【０１９５】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-4.22974×10-6，Ｃ＝3.00580×10-6，
Ｄ＝-3.72775×10-8，Ｅ＝5.19830×10-10

（第８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.96237×10-4，Ｃ＝1.99541×10-6，
Ｄ＝-1.40593×10-8，Ｅ＝3.63024×10-11

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.22444×10-4，Ｃ＝-1.45093×10-6，
Ｄ＝3.34444×10-8，Ｅ＝-5.05995×10-10

（第１０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝9.71687×10-5，Ｃ＝-1.08483×10-6，
Ｄ＝2.66175×10-8，Ｅ＝-3.52297×10-10

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝3.62043×10-4，Ｃ＝2.31518×10-5，
Ｄ＝2.37504×10-7，Ｅ＝3.55302×10-8
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（第２０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝5.38706×10-4，Ｃ＝6.98508×10-5，
Ｄ＝-4.18158×10-6，Ｅ＝1.96092×10-7

【０１９６】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(8)         31.53　　  1.13
D(14)       　2.20　　 39.68
D(20)       　1.50　　  0.45
【０１９７】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝7.71
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ42の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ42の広角端における倍率
【０１９８】
（条件式（２）に関する数値）
β２Ｗ＝-0.39
【０１９９】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-3.03
【０２００】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.94
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第３レンズ群Ｇ43）の望遠端における倍率
【０２０１】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.65
【０２０２】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.72
【０２０３】
（条件式（７）に関する数値）
νｄ１ｐ＝24.06
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ41中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ413）のｄ線に対する
アッベ数
【０２０４】
（条件式（８）に関する数値）
νｄ１ｎ＝63.86
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ41中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ414）のｄ線に対する
アッベ数
【０２０５】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝88.33
νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ42中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０２０６】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝0.04
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ43の最も物体側に配置されている負レンズＬ431の物体側面の曲
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率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ43の最も物体側に配置されている負レンズＬ431の像側面の曲率
半径
【０２０７】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝10.88
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ42の移動量（＝36.43）
【０２０８】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.72
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ43以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離
【０２０９】
　図８は、実施例４にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦軸
はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、短
破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相当
する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を
表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサジ
タル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を示
している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当す
る波長の特性を示している。
【実施例５】
【０２１０】
　図９は、実施例５にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。このズ
ームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ51と、正
の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ52と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ53と、が配置
されて構成される。また、第３レンズ群Ｇ53と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラスＣ
Ｇが配置されている。
【０２１１】
　第１レンズ群Ｇ51は、物体側から順に、負レンズＬ511と、負レンズＬ512と、正レンズ
Ｌ513と、負レンズＬ514と、が配置されて構成される。正レンズＬ513の物体側面には、
非球面が形成されている。また、負レンズＬ514の結像面ＩＭＧ側面にも、非球面が形成
されている。
【０２１２】
　第２レンズ群Ｇ52は、物体側から順に、正レンズＬ521と、所定の口径を規定する開口
絞りＳＴＰと、負レンズＬ522と、正レンズＬ523と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ521の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ522と正レンズＬ523とは、接合
されている。
【０２１３】
　第３レンズ群Ｇ53は、物体側から順に、負レンズＬ531と、正レンズＬ532と、正レンズ
Ｌ533と、が配置されて構成される。負レンズＬ531の物体側面は、凹面になっている。正
レンズＬ533の両面には、非球面が形成されている。
【０２１４】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ51を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ52を
光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ53を光軸
に沿って物体側に緩い凸の軌跡を形成するように移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの
位置の補正を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ52とともに移動する。
さらに、第１レンズ群Ｇ51を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合
焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
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【０２１５】
　以下、実施例５にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０２１６】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.09（広角端）～31.14（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.23（広角端）～6.50（望遠端）
半画角（ω）＝55.16（広角端）～5.71（望遠端）
第１レンズ群Ｇ51の焦点距離（ｆ１）＝-9.90
第２レンズ群Ｇ52の焦点距離（ｆ２）＝14.96
第３レンズ群Ｇ53の焦点距離（ｆ３）＝19.46
変倍比＝10.09
【０２１７】
（レンズデータ）
ｒ1＝26.825
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.88　　νｄ1＝40.81
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝6.87
ｒ3＝283.853
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.64　　νｄ2＝55.45
ｒ4＝13.341
　ｄ4＝1.24
ｒ5＝18.652（非球面）
　ｄ5＝5.37　　ｎｄ3＝1.90　　νｄ3＝31.01
ｒ6＝-20.586
　ｄ6＝0.32
ｒ7＝-18.586
　ｄ7＝0.50　　ｎｄ4＝1.62　　νｄ4＝63.86
ｒ8＝14.772（非球面）
　ｄ8＝D(8)（可変）
ｒ9＝10.932（非球面）
　ｄ9＝4.89　　ｎｄ5＝1.50　　νｄ5＝81.56
ｒ10＝-22.740（非球面）
　ｄ10＝0.71
ｒ11＝∞（開口絞り）
　ｄ11＝1.57
ｒ12＝15.124
　ｄ12＝0.60　　ｎｄ6＝1.80　　νｄ6＝29.84
ｒ13＝7.157
　ｄ13＝4.47　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ14＝415.217
　ｄ14＝D(14)（可変）
ｒ15＝-9.835
　ｄ15＝0.50　　ｎｄ8＝1.62　　νｄ8＝36.30
ｒ16＝11.290
　ｄ16＝0.47
ｒ17＝14.063
　ｄ17＝1.75　　ｎｄ9＝1.85　　νｄ9＝32.27
ｒ18＝-48.539
　ｄ18＝0.50
ｒ19＝51.226（非球面）
　ｄ19＝2.76　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
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ｒ20＝-7.918（非球面）
　ｄ20＝D(20)（可変）
ｒ21＝∞
　ｄ21＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ22＝∞
　ｄ22＝4.00
ｒ23＝∞（結像面）
【０２１８】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.08363×10-4，Ｃ＝1.59004×10-6，
Ｄ＝-1.70725×10-8，Ｅ＝1.67325×10-10

（第８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-3.13596×10-4，Ｃ＝2.52792×10-6，
Ｄ＝-3.21565×10-8，Ｅ＝2.34769×10-10

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.02452×10-4，Ｃ＝-5.67217×10-7，
Ｄ＝6.25623×10-9，Ｅ＝-1.12478×10-10

（第１０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝6.90491×10-5，Ｃ＝-4.62562×10-7，
Ｄ＝9.12845×10-9，Ｅ＝-8.83652×10-11

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝3.19106×10-4，Ｃ＝1.97993×10-5，
Ｄ＝1.84618×10-7，Ｅ＝3.07653×10-8

（第２０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝7.27355×10-4，Ｃ＝5.37611×10-5，
Ｄ＝-3.02061×10-6，Ｅ＝1.47278×10-7

【０２１９】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(8)         37.74　　  1.49
D(14)       　2.54　　 50.18
D(20)       　1.65　　  0.29
【０２２０】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝9.33
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ52の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ52の広角端における倍率
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【０２２１】
（条件式（２）に関する数値）
β２Ｗ＝-0.37
【０２２２】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-3.44
【０２２３】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.92
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第３レンズ群Ｇ53）の望遠端における倍率
【０２２４】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.66
【０２２５】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.77
【０２２６】
（条件式（７）に関する数値）
νｄ１ｐ＝31.01
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ51中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ513）のｄ線に対する
アッベ数
【０２２７】
（条件式（８）に関する数値）
νｄ１ｎ＝63.86
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ51中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ514）のｄ線に対する
アッベ数
【０２２８】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝88.33
νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ52中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０２２９】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝-0.07
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ53の最も物体側に配置されている負レンズＬ531の物体側面の曲
率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ53の最も物体側に配置されている負レンズＬ531の像側面の曲率
半径
【０２３０】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝14.46
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ52の移動量（＝46.27）
【０２３１】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.77
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ53以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離
【０２３２】
　図１０は、実施例５にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦
軸はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、
短破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相
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当する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）
を表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサ
ジタル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を
示している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当
する波長の特性を示している。
【実施例６】
【０２３３】
　図１１は、実施例６にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。この
ズームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ61と、
正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ62と、正の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ63と、が配
置されて構成される。また、第３レンズ群Ｇ63と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラス
ＣＧが配置されている。
【０２３４】
　第１レンズ群Ｇ61は、物体側から順に、負レンズＬ611と、負レンズＬ612と、正レンズ
Ｌ613と、負レンズＬ614と、が配置されて構成される。負レンズＬ612と正レンズＬ613と
は、接合されている。正レンズＬ613の結像面ＩＭＧ側面には、非球面が形成されている
。
【０２３５】
　第２レンズ群Ｇ62は、物体側から順に、所定の口径を規定する開口絞りＳＴＰと、正レ
ンズＬ621と、負レンズＬ622と、正レンズＬ623と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ621の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ622と正レンズＬ623とは、接合
されている。
【０２３６】
　第３レンズ群Ｇ63は、物体側から順に、負レンズＬ631と、正レンズＬ632と、正レンズ
Ｌ633と、が配置されて構成される。負レンズＬ631の物体側面は、凹面になっている。正
レンズＬ633の両面には、非球面が形成されている。
【０２３７】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ61を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ62を
光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ63を光軸
に沿って物体側から結像面ＩＭＧ側へ移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの位置の補正
を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ62とともに移動する。さらに、第
１レンズ群Ｇ61を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合焦状態から
最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【０２３８】
　以下、実施例６にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０２３９】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.19（広角端）～19.44（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.23（広角端）～3.46（望遠端）
半画角（ω）＝63.45（広角端）～9.03（望遠端）
第１レンズ群Ｇ61の焦点距離（ｆ１）＝-8.87
第２レンズ群Ｇ62の焦点距離（ｆ２）＝14.15
第３レンズ群Ｇ63の焦点距離（ｆ３）＝20.70
変倍比＝6.09
【０２４０】
（レンズデータ）
ｒ1＝-1214.004
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.90　　νｄ1＝37.37
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝4.39
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ｒ3＝-41.362
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.62　　νｄ2＝60.34
ｒ4＝34.311
　ｄ4＝3.06　　ｎｄ3＝1.92　　νｄ3＝20.88
ｒ5＝-38.697（非球面）
　ｄ5＝0.82
ｒ6＝-16.500
　ｄ6＝0.50　　ｎｄ4＝1.50　　νｄ4＝81.56
ｒ7＝-276.937
　ｄ7＝D(7)（可変）
ｒ8＝∞（開口絞り）
　ｄ8＝0.10
ｒ9＝11.908（非球面）
　ｄ9＝4.09　　ｎｄ5＝1.55　　νｄ5＝71.68
ｒ10＝-23.716（非球面）
　ｄ10＝2.28
ｒ11＝31.163
　ｄ11＝0.60　　ｎｄ6＝1.74　　νｄ6＝32.26
ｒ12＝8.502
　ｄ12＝4.13　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ13＝-20.456
　ｄ13＝D(13)（可変）
ｒ14＝-8.639
　ｄ14＝0.50　　ｎｄ8＝1.52　　νｄ8＝52.15
ｒ15＝49.450
　ｄ15＝0.53
ｒ16＝-56.822
　ｄ16＝1.83　　ｎｄ9＝1.55　　νｄ9＝71.68
ｒ17＝-10.549
　ｄ17＝0.50
ｒ18＝37.725（非球面）
　ｄ18＝2.56　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
ｒ19＝-10.893（非球面）
　ｄ19＝D(19)（可変）
ｒ20＝∞
　ｄ20＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ21＝∞
　ｄ21＝4.00
ｒ22＝∞（結像面）
【０２４１】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-6.43049×10-5，Ｃ＝-3.13937×10-7，
Ｄ＝7.90770×10-10，Ｅ＝-2.56196×10-11

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-9.58017×10-5，Ｃ＝-5.28701×10-7，
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Ｄ＝2.20174×10-8，Ｅ＝-3.25046×10-10

（第１０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝9.23714×10-5，Ｃ＝-7.68271×10-7，
Ｄ＝2.53988×10-8，Ｅ＝-3.43261×10-10

（第１８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝2.09121×10-4，Ｃ＝1.63339×10-5，
Ｄ＝1.84981×10-8，Ｅ＝2.83988×10-8

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝4.45201×10-4，Ｃ＝3.75015×10-5，
Ｄ＝-1.86997×10-6，Ｅ＝9.73204×10-8

【０２４２】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(7)         28.19　　  1.95
D(13)       　2.30　　 33.89
D(19)       　2.58　　  1.76
【０２４３】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝5.82
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ62の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ62の広角端における倍率
【０２４４】
（条件式（２）に関する数値）
β２Ｗ＝-0.45
【０２４５】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-2.60
【０２４６】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.84
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第３レンズ群Ｇ63）の望遠端における倍率
【０２４７】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.63
【０２４８】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.68
【０２４９】
（条件式（７）に関する数値）
νｄ１ｐ＝20.88
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ61中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ613）のｄ線に対する
アッベ数
【０２５０】
（条件式（８）に関する数値）
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νｄ１ｎ＝81.56
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ61中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ614）のｄ線に対する
アッベ数
【０２５１】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝83.39
νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ62中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０２５２】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝-0.70
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ63の最も物体側に配置されている負レンズＬ631の物体側面の曲
率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ63の最も物体側に配置されている負レンズＬ631の像側面の曲率
半径
【０２５３】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝7.55
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ62の移動量（＝30.78）
【０２５４】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.68
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ63以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離
【０２５５】
　図１２は、実施例６にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦
軸はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、
短破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相
当する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）
を表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサ
ジタル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を
示している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当
する波長の特性を示している。
【実施例７】
【０２５６】
　図１３は、実施例７にかかるズームレンズの構成を示す光軸に沿う断面図である。この
ズームレンズは、図示しない物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ71と、
正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ72と、負の屈折力を有する第３レンズ群Ｇ73と、正の
屈折力を有する第４レンズ群Ｇ74と、が配置されて構成される。また、第４レンズ群Ｇ74

と結像面ＩＭＧとの間には、カバーガラスＣＧが配置されている。
【０２５７】
　第１レンズ群Ｇ71は、物体側から順に、負レンズＬ711と、負レンズＬ712と、正レンズ
Ｌ713と、負レンズＬ714と、が配置されて構成される。正レンズＬ713の物体側面には、
非球面が形成されている。また、負レンズＬ714の結像面ＩＭＧ側面にも、非球面が形成
されている。
【０２５８】
　第２レンズ群Ｇ72は、物体側から順に、正レンズＬ721と、所定の口径を規定する開口
絞りＳＴＰと、負レンズＬ722と、正レンズＬ723と、が配置されて構成される。正レンズ
Ｌ721の両面には、非球面が形成されている。負レンズＬ722と正レンズＬ723とは、接合
されている。
【０２５９】
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　第３レンズ群Ｇ73は、物体側から順に、負レンズＬ731と、正レンズＬ732と、が配置さ
れて構成される。負レンズＬ731の物体側面は、凹面になっている。
【０２６０】
　第４レンズ群Ｇ74は、正レンズＬ741により構成されている。正レンズＬ741の両面には
、非球面が形成されている。
【０２６１】
　このズームレンズは、第１レンズ群Ｇ71を光軸に沿って結像面ＩＭＧ側に凸の軌跡を形
成するように移動させて、広角端から望遠端への変倍を行う。また、第２レンズ群Ｇ72を
光軸に沿って結像面ＩＭＧ側から物体側へ移動させるとともに、第３レンズ群Ｇ73を光軸
に沿って結像面ＩＭＧ側に緩い凸の軌跡を形成するように移動させ、さらに第４レンズ群
Ｇ74を光軸に沿って物体側から結像面ＩＭＧ側へ移動させて、変倍に伴う結像面ＩＭＧの
位置の補正を行う。このとき、開口絞りＳＴＰは、第２レンズ群Ｇ72とともに移動する。
さらに、第１レンズ群Ｇ71を光軸に沿って物体側へ移動させることにより、無限遠物体合
焦状態から最至近距離物体合焦状態までのフォーカシングを行う。
【０２６２】
　以下、実施例７にかかるズームレンズに関する各種数値データを示す。
【０２６３】
ズームレンズ全系の焦点距離＝3.09（広角端）～31.12（望遠端）
Ｆナンバー（ＦＮＯ）＝1.23（広角端）～6.88（望遠端）
半画角（ω）＝52.03（広角端）～5.41（望遠端）
第１レンズ群Ｇ71の焦点距離（ｆ１）＝-9.07
第２レンズ群Ｇ72の焦点距離（ｆ２）＝14.59
第３レンズ群Ｇ73の焦点距離（ｆ３）＝-34.24
第４レンズ群Ｇ74の焦点距離＝17.08
変倍比＝10.08
【０２６４】
（レンズデータ）
ｒ1＝20.859
　ｄ1＝0.50　　ｎｄ1＝1.88　　νｄ1＝40.81
ｒ2＝9.500
　ｄ2＝7.87
ｒ3＝-73.957
　ｄ3＝0.50　　ｎｄ2＝1.64　　νｄ2＝55.45
ｒ4＝12.285
　ｄ4＝1.44
ｒ5＝18.848（非球面）
　ｄ5＝5.30　　ｎｄ3＝1.90　　νｄ3＝31.01
ｒ6＝-20.815
　ｄ6＝0.41
ｒ7＝-17.927
　ｄ7＝0.50　　ｎｄ4＝1.62　　νｄ4＝63.86
ｒ8＝15.963（非球面）
　ｄ8＝D(8)（可変）
ｒ9＝11.414（非球面）
　ｄ9＝5.08　　ｎｄ5＝1.50　　νｄ5＝81.56
ｒ10＝-23.827（非球面）
　ｄ10＝0.71
ｒ11＝∞（開口絞り）
　ｄ11＝1.57
ｒ12＝16.271
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　ｄ12＝0.83　　ｎｄ6＝1.80　　νｄ6＝29.84
ｒ13＝7.720
　ｄ13＝4.82　　ｎｄ7＝1.44　　νｄ7＝95.10
ｒ14＝-54.939
　ｄ14＝D(14)（可変）
ｒ15＝-12.976
　ｄ15＝0.50　　ｎｄ8＝1.62　　νｄ8＝36.30
ｒ16＝12.988
　ｄ16＝1.13
ｒ17＝19.171
　ｄ17＝1.59　　ｎｄ9＝1.85　　νｄ9＝32.27
ｒ18＝-57.591
　ｄ18＝D(18)（可変）
ｒ19＝41.241（非球面）
　ｄ19＝2.53　　ｎｄ10＝1.50　　νｄ10＝81.56
ｒ20＝-10.474（非球面）
　ｄ20＝D(20)（可変）
ｒ21＝∞
　ｄ21＝1.50　　ｎｄ11＝1.52　　νｄ11＝64.20
ｒ22＝∞
　ｄ22＝4.00
ｒ23＝∞（結像面）
【０２６５】
円錐係数（ｋ）および非球面係数（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）
（第５面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-1.10804×10-4，Ｃ＝2.40067×10-6，
Ｄ＝-2.80248×10-8，Ｅ＝2.34615×10-10

（第８面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-3.03764×10-4，Ｃ＝3.42411×10-6，
Ｄ＝-4.75443×10-8，Ｅ＝3.55623×10-10

（第９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝-9.31203×10-5，Ｃ＝-4.35845×10-7，
Ｄ＝3.02696×10-9，Ｅ＝-5.65335×10-11

（第１０面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝7.16629×10-5，Ｃ＝-5.08309×10-7，
Ｄ＝7.05728×10-9，Ｅ＝-5.04859×10-11

（第１９面）
ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝3.31171×10-4，Ｃ＝2.53313×10-5，
Ｄ＝7.07224×10-8，Ｅ＝2.98452×10-8

（第２０面）
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ｋ＝0，
Ａ＝0，
Ｂ＝5.29799×10-4，Ｃ＝6.53044×10-5，
Ｄ＝-3.34111×10-6，Ｅ＝1.60775×10-7

【０２６６】
（変倍データ）
　　　　　　広角端　　望遠端
D(8)         36.54　　  1.51
D(14)       　2.59　　 38.22
D(18)       　0.53　　  9.92
D(20)       　1.50　　  0.55
【０２６７】
（条件式（１）に関する数値）
｜β２Ｔ／β２Ｗ｜＝8.18
β２Ｔ：第２レンズ群Ｇ72の望遠端における倍率
β２Ｗ：第２レンズ群Ｇ72の広角端における倍率
【０２６８】
（条件式（２）に関する数値）
β２Ｗ＝-0.37
【０２６９】
（条件式（３）に関する数値）
β２Ｔ＝-2.98
【０２７０】
（条件式（４）に関する数値）
βＬＴ＝0.66
βＬＴ：最も像側に配置されているレンズ群（第４レンズ群Ｇ74）の望遠端における倍率
【０２７１】
（条件式（５）に関する数値）
｜ｆ１｜／ｆ２＝0.62
【０２７２】
（条件式（６）に関する数値）
｜ｆ２／ｆ３｜＝0.43
【０２７３】
（条件式（７）に関する数値）
νｄ１ｐ＝31.01
νｄ１ｐ：第１レンズ群Ｇ71中に含まれる、正レンズ（正レンズＬ713）のｄ線に対する
アッベ数
【０２７４】
（条件式（８）に関する数値）
νｄ１ｎ＝63.86
νｄ１ｎ：第１レンズ群Ｇ71中に含まれる、負レンズ（負レンズＬ714）のｄ線に対する
アッベ数
【０２７５】
（条件式（９）に関する数値）
νｄ２ｐａ＝88.33
νｄ２ｐａ：第２レンズ群Ｇ72中に含まれる、正レンズのｄ線に対するアッベ数の平均値
【０２７６】
（条件式（１０）に関する数値）
（Ｒ３１＋Ｒ３２）／（Ｒ３１－Ｒ３２）＝0.00
Ｒ３１：第３レンズ群Ｇ73の最も物体側に配置されている負レンズＬ731の物体側面の曲
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率半径
Ｒ３２：第３レンズ群Ｇ73の最も物体側に配置されている負レンズＬ731の像側面の曲率
半径
【０２７７】
（条件式（１１）に関する数値）
｜Ｘ２｜2／（｜ｆ１｜×ｆ２）＝14.68
Ｘ２：広角端から望遠端への変倍時における第２レンズ群Ｇ72の移動量（＝44.07）
【０２７８】
（条件式（１２）に関する数値）
ｆ２／ｆＬｗ＝0.62
ｆＬｗ：第３レンズ群Ｇ73以降に配置されている全てのレンズ群の広角端における合成焦
点距離（＝23.70)
【０２７９】
　図１４は、実施例７にかかるズームレンズの諸収差図である。球面収差図において、縦
軸はＦナンバー（図中、ＦＮＯで示す）を表し、実線はｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）、
短破線はｇ線（λ＝４３５．８４ｎｍ）、長破線はＩＲ線（λ＝８５０．００ｎｍ）に相
当する波長の特性を示している。非点収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）
を表し、ｄ線に相当する波長の特性を示している。なお、非点収差図において、実線はサ
ジタル平面（図中、Ｓで示す）、破線はメリディオナル平面（図中、Ｍで示す）の特性を
示している。歪曲収差図において、縦軸は半画角（図中、ωで示す）を表し、ｄ線に相当
する波長の特性を示している。
【０２８０】
　なお、上記各実施例中の数値データにおいて、ｒ1，ｒ2，・・・・は各レンズ、絞り面
等の曲率半径、ｄ1，ｄ2，・・・・は各レンズ、絞り等の肉厚またはそれらの面間隔、ｎ
ｄ1，ｎｄ2，・・・・は各レンズ等のｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）に対する屈折率、ν
ｄ1，νｄ2，・・・・は各レンズ等のｄ線（λ＝５８７．５６ｎｍ）に対するアッベ数を
示している。そして、長さの単位はすべて「ｍｍ」、角度の単位はすべて「°」である。
【０２８１】
　また、上記各非球面形状は、光軸に垂直な方向の高さをＨ、レンズ面頂を原点としたと
きの高さＨにおける光軸方向の変位量をＸ、近軸曲率半径をＲ、円錐係数をｋ、２次，４
次，６次，８次，１０次の非球面係数をそれぞれＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅとし、光の進行方向
を正とするとき、以下に示す式により表される。
【０２８２】
【数１】

【０２８３】
　上記各実施例に示したように、本発明によれば、小型、大口径で、全変倍域に亘って諸
収差を良好に補正することが可能な高い光学性能を備えた、高倍率のズームレンズを実現
することができる。特に、条件式（７），（８），（９）を満足することにより、可視光
全域のみならず近赤外光域の撮影が可能な、高い光学性能を備えたズームレンズを実現す
ることができる。さらに、このズームレンズは、適宜非球面が形成されたレンズや接合レ
ンズを配置したことにより、光学性能をより向上させることができる。
【産業上の利用可能性】
【０２８４】
　以上のように、本発明にかかるズームレンズは、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の固体撮像素子が
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搭載された小型の撮像装置に有用であり、特に、高い光学性能を要求される撮像装置に適
している。
【符号の説明】
【０２８５】
　Ｇ11，Ｇ21，Ｇ31，Ｇ41，Ｇ51，Ｇ61，Ｇ71　第１レンズ群
　Ｇ12，Ｇ22，Ｇ32，Ｇ42，Ｇ52，Ｇ62，Ｇ72　第２レンズ群
　Ｇ13，Ｇ23，Ｇ33，Ｇ43，Ｇ53，Ｇ63，Ｇ73　第３レンズ群
　Ｇ74　第４レンズ群
　Ｌ111，Ｌ112，Ｌ114，Ｌ122，Ｌ131，Ｌ211，Ｌ212，Ｌ214，Ｌ222，Ｌ231，Ｌ311，
Ｌ312，Ｌ314，Ｌ322，Ｌ331，Ｌ411，Ｌ412，Ｌ414，Ｌ422，Ｌ431，Ｌ511，Ｌ512，Ｌ5

14，Ｌ522，Ｌ531，Ｌ611，Ｌ612，Ｌ614，Ｌ622，Ｌ631，Ｌ711，Ｌ712，Ｌ714，Ｌ722

，Ｌ731　負レンズ
　Ｌ113，Ｌ121，Ｌ123，Ｌ132，Ｌ133，Ｌ213，Ｌ221，Ｌ223，Ｌ232，Ｌ233，Ｌ313，
Ｌ321，Ｌ323，Ｌ332，Ｌ333，Ｌ413，Ｌ421，Ｌ423，Ｌ432，Ｌ433，Ｌ513，Ｌ521，Ｌ5

23，Ｌ532，Ｌ533，Ｌ613，Ｌ621，Ｌ623，Ｌ632，Ｌ633，Ｌ713，Ｌ721，Ｌ723，Ｌ732

，Ｌ741　正レンズ
　ＳＴＰ　開口絞り
　ＣＧ　カバーガラス
　ＩＭＧ　結像面

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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